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研究開発の「オープン化」、「グローバル化」へ向けて 

経済学科准教授 大川
おおかわ

良
よし

文
ふみ

 
 

ジュネーブに本部を置く世界経済フォー

ラムの 2010-11 国際競争力レポートにおい

て、日本はイノベーションの分野で世界

139 カ国中 4 位にランクされています。経

済 協 力 開 発 機 構 (OECD) の Science, 

Technology and Industry Outlook による

と、日本の R&D 支出の GDP 比は 2008 年で

3.4%(OECD 平均 2.3%)、人口 100 万人当たり

の特許数は 110.62 件(OECD 平均 33.35 件)

となっており、日本の高い技術力は R&D 支

出と特許取得数の多さによって支えられて

いると考えられます。しかし、その一方で、

市場における新製品を開発している企業の

割合は 8.2%と、OECD 平均 13.6%に比べて低

く、加熱する国際技術競争の中で日本の技

術優位性が今後維持されるかどうかについ

ては懸念が抱かれています。 

最近の世界における R&D 活動には「オー

プン化」と「グローバル化」の二つの潮流

があります。「オープン化」とは、他社や

大学、研究所などの外部の技術や研究成果

を自社の研究開発プロセスに導入すること

であり、共同研究や産学連携、クロス・ラ

イセンシング(特許の相互提供)などの活用

がそれに当たります。一方、「グローバル

化」は国外 R&D 拠点の設立によって国際的

な研究開発ネットワークを作り、それを通

じて外国の技術や研究成果を自社に取り込

んでいくことです。日本企業は、これまで

社内の技術資源の積み重ねを重視する「自

前主義」で成功を遂げてきたことから「オ

ープン化」、「グローバル化」について消

極的だと言われています。先に挙げた OECD

のデータによると、日本における外部と共

同 研 究 を 行 っ て い る 企 業 の 割 合 は

6.61%(OECD 平均 9.71%)、外国人との共同に

よる特許取得の割合は 2.87%(OECD 平均

7.75%)となっており、「オープン化」、「グ

ローバル化」について日本が世界の潮流か

ら遅れていることが伺われます。 

企業が世界規模の技術革新競争に鎬を削

る中、世界中に存在する技術資源を自社の

研究プロセスにすばやく取り込み自社の競

争優位を築くためには、「オープン化」「グ

ローバル化」による国際的な研究開発ネッ

トワークの構築が必要であり、その成否が

日本経済の今後の技術開発力を大きく左右

するものだと考えられます。 
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Inefficacy of Temporary Policy in Neumeyer=Yano's Monetary Model 

 

著者：ファイナンス学科准教授 近藤
こんどう

豊将
あつまさ
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 筆者は、大学院時代、かなりの時間をか

けて動学的一般均衡理論を勉強していまし

た。そして、貨幣の存在を考慮した動学理

論を、ささやかながらも展開することを博

士論文のテーマとして選択しました。そこ

には、大別して二つの結果が含まれていま

した。 

一つは、名目・実質の両経済変数が時間

の経過とともに定常状態に収束していくた

めの条件をもとめるというものです。貨幣

を含め、名目変数と実質変数を明確に区別

したモデルを用いての研究です。当初の予

想とは裏腹に、特に名目変数の収束性がな

かなか証明できず苦労しましたが、結果的

には一定の成果とすることができました。 

もう一つは、消費者が将来の経済活動を

十分に重視するという前提の下では、一時

的な所得再分配政策が効果を持たないとい

う結果です。これは直感的には納得しやす

いものです。将来が重要なら、経済主体は、

たとえ一時的な臨時収入（もしくは臨時課

税や臨時出費）があったとしても、毎期毎

期の消費のような実質的な活動をさほど変

化させないでしょう。これは“健全な直感”

に思えますし、ミルトン・フリードマン教

授による恒常所得仮説によっても理論的に

示唆されていますが、動学的一般均衡理論

の枠組みを用いて厳密に証明されるのは、

京都大学の矢野誠教授（筆者の指導教授で

もあります）による 1998 年の論文（On the 

Dual Stability of a von Neumann Facet and 

the Inefficacy of Temporary Fiscal 

Policy, Econometrica）を待たなければな

りませんでした。この結果を、フリードマ

ン教授と矢野教授へ敬意を表して、フリー

ドマン＝矢野定理と呼ぶことにします。 

フリードマン＝矢野定理は、先行研究で

は、実体経済モデルの枠組みの中で証明さ

れていましたが、貨幣経済モデルで成立す

るか否かは未解決問題でした。そこで筆者

は、その定理の貨幣モデルへの拡張を試み

たわけです。研究は、（筆者の力量不足を

差し引いても）技術的に難解で、難航しま

したが、矢野教授に直接指導していただい

た幸運により、なんとか証明することがで

きました。その成果の一部は、国際学会で

報告され、論文として発表しました。表題

の論文がそれです。 

 フリードマン＝矢野定理の研究は、まだ

始まったばかりとも言えます。直感的なわ

かりやすさにもかかわらず、同定理は、い

まだにかなり限られたクラスの経済モデル

でしか証明されていないのです。今後は、

内生的経済成長モデルや人口成長率を内生

化した動学的一般均衡モデルなどを用いて

研究されるべきでしょう。逆に、一時的な

所得再分配政策が経済に恒久的なインパク

トを持つとしたら、それは望ましいことで

しょうか？ また、その原因は何でしょう

か？ 筆者は、近い将来の研究テーマとして

そのようなものを考えており、今後、精力

的に研究を継続していきたいと思っていま

す。 
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本学部は「高度専門職業人としての知のマ

ネジメント能力育成 －経済・経営系学士力

習得のための学習ポートフォリオシステム

の整備－」という事業に昨年度から取り組ん

でいます。これは文科省の特別経費に採択さ

れたプロジェクトで、平成 25 年度まで続く

取り組みです。私はこのプロジェクトを推進

する委員会に属していますので、今回はその

紹介をさせていただきます。 

「学習ポートフォリオ」とは「将来の目標

を見据えながら、今までの学習履歴を参考に

して計画的に進める学習およびその手段」で

あると私は考えております。それを可能にす

るため「学生情報統合データベース」という

ものを昨年度導入いたしました。これは従来

別々に管理されていた学務情報、入試情報、

就職情報などを一括管理し、学生一人一人の

「入り口から出口まで」をフォローできるデ

ータベースです。現在は第一段階としてデー

タをまとめただけですが、今年度中にはこれ

を活用したもの（卒業生の就職先と在籍時に

履修していた科目の観点から科目選択の手

助けとなる情報を提供するシステムや、学生

一人一人の学習履歴が一覧でき効果的な指

導を行えるようにするシステムなど）を提供

する予定です。 

本プロジェク

トでは学習到達

度の把握や学習

機会の増大のた

め e ラーニング

の推進も行って

います。eラーニ

ングとはパソコ

ンなどを使った

学習のことで、

その特徴は「い

つでも」「どこ

でも」「何度でも」授業を受けられることで

す。本プロジェクトでは市販の教材を使うだ

けでなく、本学の授業を eラーニング教材化

して配信しております。私の専門は統計学で

して、私自身も統計学の授業を eラーニング

教材化し授業で使っております。このような

科目はまだまだ少ないですが、e ラーニング

のメリットが広く認知されれば増えていく

と思います。そしてその暁には卒業された

方々の「学び直し」にも一役買えるのではと、

一人妄想をたくましくしています。 

 経済学科准教授 大濱
おおはま

 巖
がん

 

 

 

 

Lee Sangjoon 氏（大慶圏広域経済発展委員会主席研究員）セミナー報告 

 

 平成 23 年 6 月 10 日（金）に、韓国南部の

広域連合である大慶圏広域経済発展委員会

の Lee Sangjoon 主席研究員を招いて「大慶

圏と近畿圏の交流協力に向けて」と題したリ

スク研究センターセミナーを開催しました。

大慶圏広域経済発展委員会は、地域の戦略産

業を集中的に育成する、全国に 7つある広域

連合の 1つです。今回のセミナーでは、グロ

ーバル化とローカル化が同時に進む中、地方

発展のための大都市圏同士の国際協力の必

要性について報告が行われました。地方分権

化が進んでいる背景としては、経済力の首都

圏集中があげられます。地域発展のためには、

対内的には大都市を中心とした広域経済圏

の形成、そして対外的には大都市圏とのネッ

トワーク構築および強化が必要になります。

大都市圏には核心研究開発機能、金融サービ 
 

 

 

 

ス、文化・創造産業などが集積し、グローバ

ル経済単位としてその重要性が益々増大し

ていきます。 

大慶圏と近畿圏は経済的な面でも歴史的

な面でも類似しているところが多いだけで

はなく、大慶圏広域経済発展委員会と関西広

域連合とが目指している地域発展構想には

共通点が多いのです。今回の東日本大震災を

教訓に、迅速なリスク対処のためには地理的

にも近い広域経済圏の国際協力は欠かせな

いものと考えます。    （文責 金秉基
きむびょんき

） 

教員紹介 「大濱巖」
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＊当リスクフラッシュをご覧頂いて、関心のある論文等ございましたら、下記事務局までメールでお問い合わせください。 

 

 

 

 

  
「リスクフラッシュご利用上の注意事項」 

  
 本規約は、滋賀大学経済学部附属リスク研究センター（以下、リスク研究センター）が配信する週刊情報誌「リスクフラッシュ」を購読希望され

る方および購読登録を行った方に適用されるものとします。 

  

【サービスの提供】 
1. 本サービスのご利用は無料ですが、ご利用に際しての通信料等は登録者のご負担となります。 
2. 登録、登録の変更、配信停止はご自身で行ってください。 
  
【サービスの変更・中止・登録削除】 
1. 本サービスは、リスク研究センターの都合により登録者への通知なしに内容の変更・中止、運用の変更や中止を行うことがあります。 
2. 電子メールを配信した際、メールアドレスに誤りがある、メールボックスの容量が一杯になっている、登録アドレスが認識できない等の状況に

あった場合は、リスク研究センターの判断により、登録者への通知なしに登録を削除できるものとします。 
  
【個人情報等】 
1. 滋賀大学では、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第59号）に基づき、「国立大学法人滋賀大学個

人情報保護規則」を定め、滋賀大学が保有する個人情報の適正な取扱いを行うための措置を講じています。 
2. 本サービスのアクセス情報などを統計的に処理して公表することがあります。 
  
【免責事項】 
1. 配信メールが回線上の問題（メールの遅延，消失）等によりお手元に届かなかった場合の再送はいたしません。 
2. 登録者が当該の週刊情報誌で得た情報に基づいて被ったいかなる損害については、一切の責任を登録者が負うものとします。 
3. リスク研究センターは、登録者が本注意事項に違反した場合、あるいはその恐れがあると判断した場合、登録者へ事前に通告・催告することな

く、ただちに登録者の本サービスの利用を終了させることができるものとします。 
  
【著作権】 
1. 本週刊情報誌の全文を転送される場合は、許可は不要です。一部を転載・配信、或いは修正・改変して blog 等への掲載を希望される方は、事前

に下記へお問い合わせください。   
  

 *尚、最新の本注意事項はリスク研究センターのホームページに掲載いたしますので、随時ご確認願います。 

                                                （ http://www.econ.shiga-u.ac.jp/main.cgi?c=10/2/3:12 ） 
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